
Ｈ10～H14 Ｈ15～H19 Ｈ20～Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31（R元） R2 R3 R4
★ＮＰＯ法（特定非営利活動促進法）施行
（H10.3公布、H10.12施行)
★「認定ＮＰＯ法人制度」創設（H13)
★法人数10,000に到達（H14)

★「ＮＰＯ法の運用方針」策定（内閣府）
(H15)

★「ＮＰＯ活動推進自治体ネットワーク」設
立(H17)

★新「公益法人制度」スタート（H20）

★「新しい公共」宣言、法人数40,000に到
達、東日本大震災津波（H22）

★改正ＮＰＯ法成立（H23）

★改正ＮＰＯ法施行（H24）

★改正ＮＰＯ法成立 ★改正ＮＰＯ法施行
(H29.4)

★民間公益活動を促
進するための休眠預
金等に係る資金の活
用に関する法律施行
（一部を除き
H30.1）

★「民間公益活動を
促進するための休眠
預金等に係る資金の
活用に関する法律」
に基づく資金分配団
体の公募開始

★新型コロナウイル
ス感染症の流行

★改正ＮＰＯ法成立

★労働者協同組合法
成立

★改正ＮＰＯ法施行
(R3.6)

★労働者協同組合法
施行（R4.10)

★ウェブ報告システ
ムの構築（内閣府）
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51,260
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県内の動き

☆「社会貢献活動の支援に関する条例」制定
（H10.3）

☆「社会貢献活動の支援に関する指針」策定

☆「公益信託いわてＮＰＯ基金」創設、「い
わてＮＰＯサポートルーム」設置（H13)

☆「ＮＰＯとの協働を進めるためのガイドラ
イン」策定（H14）

☆５年で100法人突破（H15）

☆集中支援期間に150超の法人が設立（H17）

☆「協働推進マニュアル」策定、アイーナ内
に「ＮＰＯ活動交流センター」オープン
（H18）

☆いわてＮＰＯ中間支援ネットワーク設立
（H19）

☆10件目の解散（H19）

☆「いわて県民計画」策定（H21）

☆解散法人の急増(H22：30件目、H23：40件
目、H24：60件目)

☆岩手県における「ＮＰＯ法の運用方針」策
定、「ＮＰＯを対象に含む事業委託の手続の
適正化に関するガイドライン」策定（H22）

☆復興支援を目的に県内の中間支援ＮＰＯが
「いわて連携復興センター」設立(H23)

☆県内初の認定ＮＰＯ法人誕生（H24）

☆協働推進員研修 ☆「社会貢献・復興
活動支援基金」設置

☆80件目の解散

☆事業型ＮＰＯ育成
支援事業

☆「いわてソーシャ
ルビジネスサポート
ネットワーク」設立

☆10件目の認定・仮
認定法人

☆「ふるさと岩手応
援寄附」メニューに
「社会貢献・復興活
動支援基金」追加
（H28）

☆100件目の解散

☆県内企業×岩手
NPO「岩手交流会」
開催

☆ソーシャルビジネ
ス促進セミナー開催

☆いわて県民計画
（2019～2028）策定

☆ＮＰＯと地域企業
等との交流会開催

☆中間支援ＮＰＯ等
の人材育成研修会開
催

☆「ふるさと岩手応
援寄付」メニューの
見直し（「社会貢
献・復興活動支援基
金」は継続）

☆20件目の認定・仮
認定法人（１法人解
散）

☆特定非営利活動法
人感染症対策補助金
交付

☆オンラインによる
講座・交流会の実
施、オンライン活用
について講座実施

☆ＮＰＯ法人等の各
種申請書等の押印見
直し

☆ウェブ報告システ
ムの運用開始（R5.3
予定）

☆いわて県民計画
（2019～2028）第２
期アクションプラン
策定（R5.3予定）
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〇新たな公共の担い手として、ＮＰＯの存在
が注目されるようになった。
〇県民の市民活動参加への意識が高まった。
　【ボランティア研修会受講者数
　　H10：130人　⇒　H14：1,078人、
　　ボランティア活動保険加入者数
　　H10：29,124人⇒　H14：38,802人】
●個人の活動が中心で、組織的な活動が少な
い。

〇多数のＮＰＯ法人が設立され、県民・市民
活動参加の受け皿となった。（H14～H17）
　【ＮＰＯ法人認証数
　　H14：88団体　⇒　H17：242団体】
〇県内の各地域で、ＮＰＯのネットワーク化
が進んだ。（H18～H21）
　【ＮＰＯネットワーク数
　　H18：３　⇒　H21：９】
●運営基盤が脆弱な法人が多い。
●ＮＰＯ法人制度の信頼性を揺るがすような
悪質な法人の発生が懸念される。
　（市民からの情報提供等の増加）

※「ＮＰＯ法人数【全国】（認定・特例認定法人）」、「ＮＰＯ法人数【県】（認定・特例認定法人）」は、H10～R3は３月末時点、R4は９月末時点であるもの。

特定非営利活動法人制度とＮＰＯ支援・協働推進施策等のあゆみ（Ｈ10～Ｒ４）

いわて県民計画
アクションプラン

岩手県のＮＰＯ支援・
協働推進の取組

成果〇

課題●

〇ＮＰＯ等による自発的な救援・復旧・復興支援の実施。（Ｈ23～Ｈ26）
●運営基盤が脆弱な法人が多い。
●寄附募集が進まない。
●ＮＰＯ法人に対する信用失墜事案の発生。

〇事業型ＮＰＯ支援に向けた体制が整い、創業セミナー等開始。（Ｈ27～Ｈ30）
〇ＮＰＯ等による自発的な救援・復旧・復興支援継続。
〇寄附募集セミナーや交流会による企業等との連携や寄附の成果が出始める。

●運営基盤が脆弱な法人が多い。
●他県におけるＮＰＯ法人に対する信用失墜事案の発生。

ＮＰＯ法人数【県】
（認定・特例認定法人）

年度

全国の動き

ＮＰＯ法人数【全国】
（認定・特例認定法
人）

県とＮＰＯの協働事業数

○オンラインを活用したＮＰＯ法人が出始める。（オンライン会議、動画配信な
ど）

●運営基盤が脆弱な法人が多い。
●復旧・復興支援を目的に設立したＮＰＯについて、当初の目的を達成した後の転
換支援が必要。（解散、または、地域課題解決を目的として再設定）

いわて県民計画 いわて県民計画（2019～2028）

ＮＰＯ活動交流センター（H18～現在）いわてＮＰＯサポートルーム（H13～H17）

ＮＰＯ・ボランティア活動情報誌（H16～現在）

マネジメントアドバイザー派遣
（H15～H17）

入門初級講座、ボランティア受入れ
講座（H16～H18）

県民との協働を考える会、協働を体験する会（H15～H20）

行政職員向け研修会、市町村トップセミナー（H15～H22）

ＮＰＯネット
ワーク委員会

企業とＮＰＯの
パートナーシップ
推進（H19～H20）

ＮＰＯ活動
活性化支援（H21）

ボランティア活動等支援拠点整備
（県社協への委託、H12～H16）

ＮＰＯフォーラム（H14
～H15）

公募提案型協働事業
（H15～H16）

ＮＰＯ中間支援ネットワークとの連携（H20～現在）

ＮＰＯステップアップ支援事業（H21～
H23）

ＮＰＯの支援

連携・協働の推進

個人への普及啓発

団体間の連携強化

提案公募型県民
協働モデル事業

（H22）

多様な主体による連携協働の推進（H18～現在）

団体の育成支援
＜集中支援期間：H15～H17＞

県民への普及啓発(H10～現在）

新しい公共支
援事業

（H23～H24）

復興の担い手支援
(復興支援枠）

ガ

Ｍ

Ｓ ソーシャルビジネス支援協定(H27.11締結）

復興の担い手支援
（復興支援枠・一般枠）

ＮＰＯ等復興支援事業（復興枠・一般枠）（H28～現在）

【事業型ＮＰＯ】地域課題解決人材育成（H28～H30）

市町村社協によるボランティア活動等支援拠点運営（H17～現在）

岩手交流会・組織の共感力向上セミナー（H29～R元）

ＮＰＯ等による復興支援（Ｈ25～現在）

ＮＰＯ等マネジメント力強化セミナー（ＮＰＯ会計等講習会）

東京交流会・専門家との交流会（H24～現在）

第１期ＡＰ（H21～H22） 第３期ＡＰ（H27～H30）第２期ＡＰ（H23～H26）

普及啓発&ＮＰＯ支援

第１期ＡＰ（R元～R4）

ＮＰＯ交流会

人材育成研修会

【事業型ＮＰＯ】組織マネジメント研修（H元～現在）

「新しい生活様式」に対応した活動への転換支援

ＮＰＯ法人感染症対策
支援事業費補助金

ソーシャルビジネス促進セミナー

交流フェア 協働推進フォーラム

運営基盤強化講座

参考資料№１

新しい公共の推進
（H22～H24）

活動に困難を抱える
法人への支援

 


